本日、平成17年２月市議会定例会を招集いたしましたところ、議

員各位にはご参集を賜り、厚く御礼を申し上げます。

　施政方針に先立ちまして、昨年10月23日に発生した新潟県中越地震、そして、12月26日に発生したインドネシア・スマトラ島沖大地

震により失われた数多くの尊い人命に対しまして、謹んで哀悼の意

を表しますとともに、被災者の皆様に衷心よりお見舞いを申し上げ

る次第であります。

　さて、本定例会の開会に当たり、平成17年度会津若松市一般会計

予算をはじめとする諸案件のご審議をお願いするとともに、市政執

行に取り組む私の所信と施策の大綱を申し述べ、ご理解とご協力を賜りたいと存じます。

昨年は本市にとりまして、新たな歴史を刻んだ節目の年でありました。

　11月１日には、平成の合併として県内初となる北会津村との合併　が実現し、「新生会津若松市」としてスタートをすることができま

　　した。これもひとえに議員各位をはじめ、市民の皆様のご理解とご　　協力の賜であり、深く感謝申し上げる次第であります。

　この合併は、阿賀川を包含した地域の一体化により、両地域の魅

力と豊かな資源を融合させ、相乗効果を図りながら、活力に満ちた

「新生会津若松市」の創造を目指したものであり、将来の目標とす

る姿である「会津は一つ」の実現に向けて、大きな一歩であったと

確信しております。

　また、ＮＨＫ大河ドラマ「新選組！」の放映や、本市ゆかりの野

口英世博士の新千円札の発行など、全国から脚光を浴び、「会津」

の名を全国に発信できたと認識しております。更に11月には「第21

回伝統的工芸品月間国民会議全国大会福島大会」が開催され、11万

３千人もの多くの方々のご来場をいただき、成功裡に終了すること

ができました。

　私は、これらの事業を通して、「会津ブランドをいかした夢と希

望と活力のある会津若松の創造」に向け、着実にその歩みを進める

ことができた１年であったと考えております。これも市民の皆様並

びに関係団体のお力添えの賜であり、改めて御礼申し上げますとと

もに、新たな年度において、更なる飛躍につなげてまいりたいと考

えております。

また昨年は、日本はもとより世界各地において、自然災害が猛威を振い、全世界に衝撃が走り、今なお、大きな爪跡となって残っております。特に、新潟県におきましては７月の豪雨、そして10月の大地震と度重なる災害に見舞われており、本市におきましても改めて、危機管理体制の更なる充実が求められた年でもありました。

　　さて、時代は今、国、地方ともに構造改革の大きな流れの中で活　　路を見出すために試行錯誤を繰り返しており、その中の大きな柱と
して、三位一体の改革が進められておりますが、真の地方分権を実
現するためには、国と地方との役割分担を明確にするとともに、地
方交付税制度の維持・充実をはじめ、地方の行財政基盤への更なる
支援強化を要望するものであります。

　私は、市長就任以来、「市民が主役の開かれた市政」を政治信条

とし、市民の皆様が会津を誇りに感じ、生きがいを持って暮らして

　いけることを強く願いながら、誠心誠意、市政運営に取り組んでま

　いりました。

　今後も、こうした想いを貫き、合併を契機として更なる飛躍を目

指し、より広い視野に立った本市独自の戦略を描き、「会津ブラン

ドをいかした元気なまちづくり」を推進してまいります。

　また、このように厳しい時代であればこそ、プラス思考をもって、

まちづくりの主役である市民の皆様とのパートナーシップのもと、

それぞれが果たすべき責任と役割を担い、夢と希望に満ちあふれた

　魅力的な地域づくりに積極的に取り組んでまいります。

　そして、市民の皆様が「安心・安全・豊かさ・生きがい」を実感

できるまちを創り上げてまいります。

　私は、以上申し上げました基本理念のもと、先人の知恵に学び、

「新生会津若松市の未来」、ひいては会津地域全体の未来を切り拓

くため、平成17年度におきましては、次の３点を最重要政策課題と

し、全力で取り組んでまいります。

  １点目は、「将来に向けた確固たる行財政基盤確立への取組」で

あります。

　景気はいまだ先行き不透明で、地方においては、まだまだ出口の

見えない状況にあり、地方財政にも大きな影を落としております。

　本市におきましては、平成15年８月に「会津若松市行財政再建プ

　ログラム～未来を拓く都市経営をめざして～」を策定・公表し、平

　成18年度までを再建期間として位置づけ、取組を行っておりますが、

新年度の市政運営が本市の将来を決定づけるという認識のもと、不

退転の覚悟で、行財政基盤の確立に取り組んでまいります。

　平成17年度の当初予算案につきましては、総枠配分方式のもと、

　各部のマネジメントを強化し、限られた財源の中で事務事業の重点

　化を図り、そして、いかに歳入を確保し、それをいかに有効な事業

　に投資すべきかの戦略的視点から、その編成を行ったところであり

　ます。

　また、行財政の再建は、市民の皆様のご理解とご協力があってこ

そ、実現することができるものであることから、今後も情報を共有

し、「行財政再建プログラム」の進行管理を通して、市民の皆様と

ともに考え、実施していくことが必要であり、このことが協働のま

ちづくりをも推進していくものと考えております。

　そして、市民の皆様には、身近なところから、まちづくり活動に

参加していただき、様々な形の中で地域への貢献をお願いしたいと

考えております。

  ２点目は、「近隣町村との合併に向けた更なる取組」であります。

　少子高齢化の進行や行政ニーズの多様化、更には構造改革の推進

など、地方自治体を取り巻く環境が大きく変化していく中にあって、

これに柔軟に対応し、魅力ある地域づくりを担っていくためには、

真に自立した基礎的自治体としての行政能力の向上と効率的な執行

体制の整備確立が必要不可欠の命題となっております。

合併は、まさに行政改革であり、合併によるスケールメリットを

生かし、行財政運営の効率化を図ることによって、財政健全化が推

進され、これが行政サービスの向上など、将来、大きな効果となっ

て還元されてくるものであります。

　昨年、県内での先駆けとなる北会津村との合併を成し遂げた今、

一日も早い一体化を目指すとともに、合併の効果と意義を、今後の

合併の推進、そして、新市建設の中に反映させてまいります。

　さて、河東町との合併についてでありますが、第10回法定合併協

　議会までに、53の合併協定項目が決定されたところであり、２月９

日には新市建設計画が決定され、11月１日の合併に向けて、合併協

定調印の運びとなったところであります。

  本定例会において、河東町との合併関連の諸案件について、ご審
議をお願いするものでありますが、「新市建設計画」に位置付けた
様々な事業について、その具体的な対応を図り、一体的なまちづく
りを進めてまいります。

  現在、本市が進めている合併に向けた取組は、必ずや会津地域全

体の活性化と夢と希望のある地域社会の実現に向け、新たな時代を

構築していくものであり、将来の会津の発展にとって極めて大きな
契機になるものと考えております。

  ３点目は、「魅力ある地域づくりへの取組」であります。

  世の中がいかに変化していこうとも、変わらずに、私たちに心の

豊かさと安心を与え続ける「心のよりどころ」があります。　

  それは、私たちが生まれ、育った自然であり、歴史・風土・文化

であり、「ふるさと会津」であります。

  私は、鶴ｹ城に代表される歴史と伝統、更には先端技術を有する
会津大学などの会津ならではの誇れるもの、こうしたふるさと会津
の価値を「会津ブランド」という理念に集約し、それをいかした元
気なまちづくりを市政運営の基本目標に掲げてまいりました。

　　この「会津ブランド」こそが地域産業の振興を促す鍵であり、郷　　土を愛する人々の連帯感を醸成し、地域の誇れる文化として、いき
づいていくものと信じております。これを具体的な施策として体系
化し、教育・文化・経済等あらゆる面において戦略的に事業展開し、「市民の皆様とともに誇れる会津若松の創造」を目指してまいります。

　その中でも、観光につきましては、地域経済や雇用を支える本市
基幹産業の大きな柱であり、その振興を図ることが他の様々な分野
へ大きな波及効果をもたらすことから、積極的に施策を展開してま
いりました。

　そして、これまで市民の皆様と手を携えながら、創意工夫を重ね、

築いてきた礎をもとに、会津の魅力を全国に発信するとともに、観

光産業を起爆剤としながら各種地域産業の振興に弾みをつけ、地域

の活性化につなげてまいります。

　また、合併を契機とし、新市建設計画に位置づけられた事業に着

手し、「新生会津若松市」の一体的な地域づくりを進める考えであ

りますが、特に北会津地区の豊かな農業資源を生かし、観光やその

他の施策と融合を図っていくことが、地産地消運動とあいまって、

合併による相乗効果を生み出し、更なる発展を図ることができるも

のと考えております。

次に、平成17年度の主要な施策展開について、長期総合計画に掲げる４つの重点戦略の枠組みに沿ってお示しいたします。

  まず、「美しい環境のまちづくり戦略」についてであります。

　これまで、市民の誰もが住んでいてよかった、これからも住み続

けたいと思えるまちづくりを目指し、「ＩＳＯ 14001」の認証取得

や「花と緑」による潤いのあるまちを基本に取り組んでまいりまし

た。平成17年度もこの基本姿勢のもと、ボランティア等による市民

参加の仕組みを生かし、多くの市民の皆様が気軽に花に親しみ、そ

して、本市を訪れた方々に感動と安らぎを与える美しいまちづくり

に取り組んでまいります。

  また、環境問題につきましては、昨年度見直しを行った環境基本
計画に基づき、環境保全意識の更なる高揚を図るとともに、市民の
皆様との協働により、「ごみの減量化・リサイクルの推進」及び地
域環境や河川浄化につながる「生活排水対策」、更には、地球温暖
化の防止の取組を強化してまいります。

  更に、「人にやさしいみちづくり歩道整備事業」をはじめとした
事業展開により、美しいまち並みを整備するとともに、市街地の緑
化のみではなく、森林の持つ多様な機能の発揮と、自然とのふれあ
いを中心とした憩いと学びの場を提供し、自然環境への関心と理解
を深めるよう「市民と共生の森整備事業」を実施してまいります。

  次に、「賑わいのある観光のまちづくり戦略」についてでありま

す。

  本市は、多くの史跡や名勝などに恵まれ、その名を全国にとどろ
かせる国際観光都市であります。こうした本市の魅力にあふれた資
源を活用し、国内外を問わず多くの人々が何度も訪れ、滞在したく
なるような観光施策を展開してまいります。また、観光客のニーズ
を的確に捉えるとともに、市民の皆様のご協力を得ながら、おもて
なしの心で暖かく迎え入れる観光地づくりを推進してまいります。

  昨年４月には、観光会津のシンボルである鶴ｹ城天守閣の展示リ

ニューアルが完了し、より一層魅力あふれる展示内容となり、入場

者数の増加につながったところであり、他の観光産業のけん引役を

果たしたものと認識いたしております。

 　また、昨年来、会津に全国から注目が集まっており、これを契機として、観光誘客や外国人を含めた交流人口の増加を図るべく、各種関連事業を効果的に展開し、地域の活性化や賑わいの創出につながるよう、積極的に取り組んでまいります。

  特に、ＪＲ６社による「デスティネーションキャンペーン」が７
月から９月にかけて開催され、「会津～あったんです。まだ、極上
の日本が・・・～」のキャッチフレーズでＪＲによる特別列車等の
運行と誘客拡大、旅行エージェントによる旅行商品の造成、受入地
における各種イベントや受け入れ体制の整備等に一丸となって取り
組み、このビッグチャンスをいかし、観光会津の魅力を十分にアピ
ールしてまいります。

  加えて、８月には東北各地の有名な祭りや観光地を外国のエージ

ェントにＰＲするため、（仮称）「ようこそジャパン・東北・夏」

と銘打った事業が企画されております。本市においても国際シンポ

ジウムが開催されるところであり、これを機に、外国人観光客の大
　幅な誘客を目指すものであります。

　本年も、全国レベルの催しが予定されており、まさに観光会津が
飛躍していく絶好の年であると認識しております。このことから、
関係団体で開催する各種イベントと連携を図り、官民一体となって
取り組んでまいります。そして、これを契機に、我が会津の更なる
魅力アップを図り、「賑わいのある観光のまち」の創造につながる
よう力を注いでまいります。

  次に、「新たな窓を開く情報化のまちづくり戦略」についてであ

ります。

  現代の高度化した情報社会においては、ＩＴによるネットワーク
化を進め、市民生活のあらゆる面でＩＴの利活用を図った自治体が、未来型のまちを構築していけるものと考えております。本市におき
ましても、いつでも、どこでも、だれでも、高度情報社会の恩恵を
享受できる環境を作り上げるため、コンピュータ・サイエンス関連
で世界有数のレベルを誇る会津大学との連携を図りながら、高度情
報化の地域づくりを推進してまいります。

　本年１月からは、住民基本台帳カードに、県内初の取組として自

動交付機での印鑑登録証明書や住民票の写しの交付、会津図書館ラ

イブラリーカードとしての利用など、更なる機能を付加して住民サ

ービスの向上に努めております。

　また、高度情報社会に対応した地域づくりのためには、ＩＴ分野

における人材を育成することが重要となることから、「会津コミュ

ニティカレッジ」等の事業を継続して実施してまいります。

　また、昨年12月からは、インターネットを活用した教育用ポータ

ルサイトにより各学校、地域の情報を発信するとともに、防犯メー

ル「EQ \* jc2 \* "Font:FU明朝体" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(すく),救)

EQ \* jc2 \* "Font:FU明朝体" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ー),ー)

EQ \* jc2 \* "Font:FU明朝体" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(る),ル)」で、子どもの安全に関する情報の配信にも努めており

ます。

  次に、「次代を担う人づくり戦略」についてであります。

  新たな時代を担い、将来の魅力あるまちを築いていく上で「人づ

くり」はまさしく「まちづくり」につながるものであります。

  まず、学校教育につきましては、特に、少人数教育の推進に努め
てまいります。平成17年度は、小学校１・２年生及び中学校１年生
においては、既に導入している30人学級編制を継続しながら、それ
以外の小・中学校各学年においては、従来の40人学級を33人とする
少人数学級編制を導入し、きめ細かな学習指導や生徒指導に取り組
んでまいります。また、ＩＴ特区の認定を活かし、継続して、英語
によるコミュニケーション能力の向上や国際的視野を持つ人材の育
成に努めてまいります。

また、児童生徒の安全確保につきましては、学校と保護者、そし
て地域が一体となり、不審者等から児童生徒を守るため取り組んで
まいりましたが、本年２月からは、教育委員会の公用車を「ひなん
のくるま」として活用しているところであり、今後とも児童生徒の
安全確保に万全を期してまいります。

更に、かねてより市民要望の高い「（仮称）生涯学習総合センタ

ー」についても、その実現に向け、継続して取り組んでまいります。

　加えて、第３次会津若松市男女共同参画推進プランに基づき、男

女の人権が尊重され、豊かで活力ある地域社会の実現に向けて、今

後とも、この計画に沿った取組を強化してまいります。

  以上、まちづくりの基本目標である「会津ブランドをいかした元

気なまちづくり」の４つの重点戦略についてお示しいたしましたが、

「共生のまち」、「福祉のまち」、「産業のまち」、「快適なまち
」、「学びのまち」、「協働のまち」の６つのまちづくりビジョン
につきましても、長期総合計画に基づき着実に施策を展開してまい
ります。

　なお、主な新規事業についてであります。

　まず、新長期総合計画の策定に着手いたします。昨年の北会津村

との合併、更には、本年11月１日に予定されております河東町との

合併実現により、改めて、新市における総合的なまちづくり計画の

策定が必要になるものであり、平成18年度の策定を目途に取り組ん

でまいります。

　次に、新市の一体的な魅力あるまちづくりの具現化につきまして

は、北会津地区において、中学校や公民館等の公共施設を集約して

整備しようとするシビックゾーン基本構想の取りまとめを行ってま

いります。また、広域ネットワークの構築や地域情報化の推進に努

め、市民の皆様へのサービスと利便性の向上を図るべく、北会津支

所と本庁舎間を光ケーブルで結ぶ、地域イントラネット事業などに

取り組んでまいります。

　次に、危機管理体制の確立につきましては、災害に強いまちづく
りを目指すため、新潟県中越地震や昨年７月の新潟・福島豪雨によ
る水害など様々な災害を検証するとともに、県や関係機関との連携
強化はもちろんのこと、地域防災計画の見直しを進め、携帯職員防
災手帳等の整備を図り、防災体制の充実・強化に努めてまいります。

　次に、今年度中に策定する「会津若松市次世代育成支援行動計画
」に基づき、少子化対策として、就学前の子供を持つすべての家庭
を対象とした乳幼児医療費の窓口無料化を実施します。更に、ファ
ミリーサポートセンター活動支援事業など、子供を産み育てやすい
環境づくりを総合的に推進してまいります。

　次に、健康づくりにつきましては、これまで様々な事業を展開し

てまいりましたが、特に、新年度におきましては、生活習慣病の予

防や要介護者の減少を図るため、ウォーキングを中心とする運動習

慣の普及に取り組むこととし、効果的な情報発信を行うとともに、

地域・民間団体と協働して全市へ普及してまいります。

　次に、地域産業振興の観点から、売れる米づくりの推進と地域振
興作物の産地化、ブランド化により特色ある地域農業の確立を図る
とともに、多様な担い手育成により地域営農の維持発展に努めてま
いります。また、本年秋には、ものづくりの重要性や魅力を広くＰ
Ｒするため、県等の主催により「うつくしま、ふくしま。ものづく
りフェスタ2005」、「第22回福島県技能フェスティバル」、更には、
昨年11月に開催した「第21回伝統的工芸品月間国民会議全国大会福
島大会」を継承する「うつくしま工芸品フェア05」が本市において
開催されるところであります。また、これに合わせて、「会津ブラ
ンドものづくりフェア」を同時開催し、会津ブランドの発信や地場
産品の普及啓発と「ものづくりの理念」に基づく技術・技能の振興
に努めてまいります。

　また、昨年、会津若松市企業立地促進条例を改正し、国内外の地

域間競争に打ち勝つため、企業の設備投資の意欲を喚起し、新規雇

用を促すための新たな優遇策を創設したところであり、今後とも積

極的な企業立地に取り組んでまいります。

　更に、ＩＴ産業の振興発展を図るため、新規開業資金の負担軽減

策や優れた技術、ビジネスモデルを認定する事業を継続するととも

に、知的財産を保護することでＩＴベンチャー企業の経営基盤の安

定と確立を図る「ＩＴ特許支援事業」に着手するなど新規創業の創

出に向けた各種施策を展開してまいります。

　また、雇用対策につきましては、厚生労働省の委託事業の受け皿

となる会津地域雇用機会増大促進支援協議会の一員として、関係団

体等と連携し、更なる雇用機会の確保に努めてまいります。

　次に、本年３月より、会津鉄道の「ＡＩＺＵマウントエクスプレ

ス号」が東武線鬼怒川温泉駅へ乗り入れ、直通運行することとなり

利便性が向上するとともに、平成18年には東武鉄道とＪＲ東日本の

間で、鬼怒川温泉駅とＪＲ新宿駅間を相互乗り入れする予定であり、

これらとの連動を図り、更なる観光誘客につなげてまいります。

　また、公共交通機関の利用促進等のため、「西若松駅整備事業」

が進められているところであり、本年秋には駅舎と自由通路が完成

し供用開始する予定であります。その後、段階的に、駅前広場など

周辺の環境整備も実施してまいります。

　また、本年は平成18年度の「会津ナンバー」の実現に向けた準備

の年であり、悲願であったこの会津ナンバーが実現すれば、「会津

は一つ」の理念のもと、観光振興にも大いに寄与するものと期待し

ているところであります。

　次に、均衡ある新市の発展を図るべく、三本松地区宅地整備事業を推進し、優良な宅地を供給し、定住人口の増加による地域の活性化を図ってまいります。

　次に、公の施設の管理において、競争性を確保し、市民サービス

の向上と効率的な管理運営を図るため、平成18年度からの指定管理

者制度の導入に向け、準備を進めてまいります。

　次に、都市間交流の推進につきましては、４月に、神奈川県横須

賀市と友好都市の締結を行う予定であり、これを契機に、教育・文　　化・経済等、更なる交流の促進と相互理解を図ってまいります。

  以上、市政運営の基本的な考え方と主要な施策の概要についてご説明を申し上げましたが、平成17年度は、これまで積み重ねて来た取組を基礎として、「行財政改革の推進」、「市町村合併の推進」そして「魅力ある地域づくり」という最重要政策がより具体化し、実現に向かう年であり、真の地方分権の担い手へと飛躍する重要な年であります。

  私は、これら最重要政策課題に真摯に取り組み、歴史と文化、そ

して豊かな自然を共有する会津地域全体の将来を見据えながら、そ

の再生と輝かしい未来を築いていくため、12万４千市民のために、

最大限の努力を傾注してまいります。

　最後に、誠に厳しい時代ではありますが、これまで以上に、コスト意識を持ち、真に必要な事業に適正な人員と予算を投入し、健全な行財政運営を目指すとともに、未来を見据えた戦略的都市経営を行ってまいります。

　そして、私をはじめ職員一人ひとりが、改めて役割を認識し、自ら意識改革を行い、山積する課題に果敢に挑戦し、時代の要請や市民の負託に応えられる「信頼できる市役所」を構築していくとともに、市民の皆様との協働のもと、全力で市政運営に当たってまいる決意であります。

　なにとぞ、議員各位をはじめ、市民の皆様のより一層のご理解とご協力を賜りますよう心から念願する次第であります。
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